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発注に係る遵守事項（委託費） 
 

（適   用） 

第１条 本遵守事項は、本遵守事項が添付されている注文書に適用される基本契約書（以下「基本契約

書」という。）の定めに従った、当該注文書による甲の申込み及びこれに対する乙の承諾により締結され

た個別契約に適用される。 

２．甲及び乙は、本遵守事項が基本契約書第２条第１項に定める個別契約の一部であることを確認する。 

 

（実績報告書の提出） 

第２条 乙は、個別契約について、別に定める「実績報告書」(様式２)を甲に提出しなければならない。甲へ

の実績報告書の提出は、甲による当該契約の検査合格又は特別採用の通知前又は検査合格時又は

特別採用の通知時から７日以内とする。 

２．乙は、実績報告書中の経費区分を人件費、事業費(直接経費)、委託費、一般管理費に分割する。

なお、人件費、事業費及び委託費については、次の各号に定めるとおりとする。 

（１）人件費とは、設計員費、製造員費、検査員費等の費用をいう。 

（２）事業費とは、原材料費、消耗品費、設計・製作・加工費、外注費（請負）、建物費、構造

築物費、工具器具備品費、保守・改造・修理費、ソフトウエア購入費、委員等謝金、会場借

料、会議費、旅費、図書資料費、学会等参加費、翻訳費、印刷製本費、通信費、運送費、借

料、据付・撤去費、設備使用費、電算機等使用費、廃棄物処理・撤去費、光熱水料、臨時雇

用費、知的財産権の出願・登録料、手続手数料等をいう。 

（３）委託費とは、第三者に委託するための費用をいい、乙が直接実施することができないもの、

又は実施することが適当でないものについて、基本契約書第 57 条第１項ただし書きの甲の

事前の書面による承諾を得たうえで第三者に実施させるために必要な経費をいう。 

３．乙は、人件費、事業費及び委託費の間の流用は、原則として、人件費、事業費及び委託費のう

ち最も少額である費目の金額の１０パーセント以内とする。ただし、乙は、人件費に他の区分

費を流用してはならないものとする。また、実績報告書中の受けるべき金額とは、経費区分毎

に契約金額(変更額がある場合は、変更後の額)と支出実績額とのいずれか低い方とする。 

４．一般管理費の支出実績額は、個別契約締結時において、一般管理費の算出の基礎とした経費

に対応する受けるべき金額の合計額に、一般管理費の実績率(個別契約締結時において、甲指定

の方法により乙が甲に申請し、甲が承認した率（特別商務条件書第５条の規定に従い変更され

た場合は、変更後の率）)を乗じて得た額を超えない額とする。 

５．乙は、一般管理費の「一般管理比率」を実績報告書の一般管理費欄に記載し、「計算方法」を

下段の支出内訳の箇所に記載する。また、乙は、甲の監査時に一般管理費の規定根拠を説明す

る。 

６．乙は、事業費中の旅費等の経費負担が発生する場合、最も経済的な通常の経路及び方法によ

り旅行した場合の旅費とするものとし、旅費のうち、運賃の等級を２以上の階級に区分する経

路による旅行の場合には、最下級の運賃とする。 

７．甲は、乙から提出された実績報告書の内容の審査及び必要に応じて現地調査を行い、個別契

約の履行のために、乙において要した経費の証票、帳簿等の調査により乙が受けるべき金額を

確定し、これを乙に通知する。なお、受けるべき金額を修正すべき事由が判明した場合も同様

とする。 

８．乙は、実績報告書に記載されるすべての支出実績額について、その収支を明らかにした帳簿

類および領収書等の証拠書類を特別商務条件書９条に従い保管しなければならない。甲は、支

出額の妥当性および内容についても厳格に審査し、これを満たさない経費については、支払い

の対象外としないことができる。 

９．第７項の現地調査時、甲は、個別契約に係る乙の人件費について、乙が甲に提出する乙の作



No. 2020-NPS-3095-00. R0 

２/２ 

 

業者の従事月報を監査する。この場合、乙は、従事月報の様式として、様式４及び４－１の雛

形又はこれに準じた乙の様式を用いた従事月報を、甲の指示に従い甲に提出する。 

１０．乙は、個別契約に係る乙の経理処理を乙の他の案件と明確に区分し、個別契約の履行に係

る帳簿及び全ての証拠書類を整備し、常にその収支の状況を明らかにしておかなければならな

い。 

１１．乙は、個別契約の履行に係る経費計上に当たっては、適用される『補助事業事務処理マニュアル』又

は『委託事業事務処理マニュアル』（経済産業省大臣官房会計課）の記載に準拠して実施しなければ

ならない。 

 

（契約金額） 
第３条 特別商務条件書第１０条第２項の規定にかかわらず、甲との契約金額は、実績報告書にて算出さ
れる「受けるべき金額」の変更に応じて変更されるものとし、当該金額は現地調査にて確定とする。ただし、
契約金額は、個別契約締結時に合意した契約金額を超えて変更されない。 

２．契約金額の確定後、乙は、当該金額の請求書を甲に提出する。甲は、請求書において指定された期日
までに乙に当該金額を支払う。 

３．甲は、第１項により契約金額を変更すること等について、法令に反しない範囲で行う。 
 

（再委託） 

第 4 条 乙は、基本契約書第 57 条第１項ただし書きの甲の事前の書面による承諾を得ようとする

ときは、「再委託に係る承認申請書」（様式１）により甲に申請しなければならない。 

 

 

（適用除外） 

第 5 条 本遵守事項が適用される個別契約は、準委任契約として締結されるため、甲及び乙は、基本契

約書第６章（契約不適合責任等）及び特別商務条件第 11 条（品質保証期間）の規定を、当該個別契

約に適用せずに法令によることを確認する。 

 

添付書類 

様式 1 再委託に係る承認申請書  

様式 2 実績報告書 

様式 3 作業従事月報 

様式 4 計画変更承認申請書 

様式 4-1 作業実績表 

 
以  上 

 


